
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

金融機関及び見える化システム提供事業者との連携により、中小企業へのきめ細かな伴走支援を行うことができた。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

金融機関等の伴走支援もあり、支援先企業について、見える化システム導入後の次のステップである具体的な取組みにつなげるこ

とができた。今後は、令和６年３月に設立したえひめ脱炭素経営支援コンソーシアム（愛媛県、伊予銀行、愛媛銀行が構成員）を

軸に中小企業の見える化支援を促進する。

千円

決算額 669 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 6,887 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 ％ 目標値

時点･期間 R8年度

現状値 － ％

目標値 100 ％ 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

見える化システムを導入した企業のうち、CO2削減につながる具体的な取組みに着手する割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性
大幅見直し（事

業組替等）

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

本事業は令和６年度が終期であるが、補助実績が低調であることから、令和７年度の予算では、補助金額や補助対

象等の補助要件を見直すなど、事業の廃止を含め大幅な見直しを検討することとしたい。

6月

補正

事　項 中小企業エネルギー利用見える化推進事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

エネルギー価格高騰や脱炭素化への対応が急がれる中、県内企業とのネットワークを有する金

融機関との連携により、県内中小企業のエネルギー利用量・CO2排出量の「見える化」を推進

し、エネルギーの最適化からCO2削減までの一貫した支援に取り組む。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

補助金の活用についての問い合わせは複数あったが、補助金の性質上、検討に時間を要するなど、事業の実施には至らず、令和５

年度の目標は未達成であった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 1,207 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 11,755 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

件 実績値 件

達成率 0.00 ％ 達成率 ％

件

実績値 0 件 実績値 件 実績値

3 件 目標値 件 目標値

― 時点･期間 ―

現状値 1 件

目標値 3 件 目標値

R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R6

Ｋ  P  Ｉ

補助金を活用した廃棄物系バイオマス活用設備導入件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 バイオマス利活用拡大事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

循環型社会の形成だけでなく、温室効果ガスの排出削減により地球温暖化対策にも資するバイ

オマスの利活用を促進するため、設備導入支援のほか、各種普及啓発に取り組む。

始期 R4

終期

令和５年度　　事後評価シート
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4

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が見込まれているほか、令和６年度からは脱炭素に向けた県民の

意識や行動の変容を図る県民総ぐるみの取組みである「デカボ愛媛プロジェクト推進事業」を実施予定であるな

ど、家庭部門における太陽光発電設備の導入拡大を図っており、KPIの目標達成は可能であると考える。

※なお、令和６年度予算から、事業を整理し、「新エネルギー等導入促進事業」を「エネルギー低炭素化促進事

業」に統合した。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

太陽光発電設備は、県内の再エネ導入量の約８割を占めており、固定価格買取制度開始してから順調に増加しており、現時点で確認できる直近

の導入容量のデータは、R5.12月までのデータであるが、目標値24万kW（R6.3末時点）に対して、23.6kWであり、目標達成が可能であると

考える。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,273 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 8,155 千円
最終現計予

算額

実績値 万kW

達成率 - ％ 達成率 ％ 達成率

万kW

実績値 R6.９頃判明 万kW 実績値 万kW 実績値 万kW

万kW 目標値 28 万kW 目標値 30

時点･期間 ～R8年度

現状値 21.7 万kW

目標値 24 万kW 目標値 26

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ～R4.9 時点･期間 ～R5年度 時点･期間 ～R6年度 時点･期間 ～R7年度

始期 H26

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

10kW未満の太陽光発電設備の合計導入容量

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和６年度は事業最終年度であることから、令和７年度予算に向け、より効果的な事業となるよう、事業者を対象

としたアンケート結果等を踏まえ、既存事業の事業内容の見直しや新規事業の実施を検討していく。

当初 事　項 新エネルギー等導入促進事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

再生可能エネルギーや水素エネルギーの導入促進を図るため、県内企業や市町等が実施する新

エネルギー等の導入可能性調査に対する補助及び新エネルギーに関する県民向け啓発事業を実

施する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

セミナーの開催のほか、見える化システムの導入を支援するなど、事業者の意識改革を後押しする取組みを実施した結果、脱炭素化に向けた取組みの必要性を「強く感じてい

る」事業所の割合が増加（R5:17.3%、R4:16.6%）するなど、徐々に脱炭素経営に必要性が浸透してきているが、取組み実施には時間を要するため、令和５年度は目標未達

成であったと考える。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,972 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,781 千円
最終現計予

算額

実績値 %

達成率 91.14 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 72 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 93 % 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 71 %

目標値 79 % 目標値 86

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

脱炭素化に取り組んでいる事業所の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 中小企業温暖化対策支援事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

中小企業の多くが、自社がどのようなことに取り組めばよいのかがわからないといった状況で

ある中、中小企業向けセミナーの開催や個別相談への支援を行うことにより、中小企業におけ

る温暖化対策の取組みを後押しする。
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6

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

太陽光発電設備等の導入ニーズの高まりを踏まえ、融資利用件数の増加も期待されるが、更なる利用増加を目指

し、融資対象や要件等を適宜見直し、令和７年度予算以降に反映させる。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年度の実績は４件と目標値の５件は達成しなかったものの、「地球温暖化対策枠」（貸付金利0.50％）を設けた平成29年度

から、融資実績は増加傾向（平成29：１件⇒令和５年度：４件）にあることから、中小事業者の脱炭素への関心は高まっていると

考えている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 76,123 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 78,880 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 80.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 4 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 5 件 目標値 5

時点･期間

現状値 3 件

目標値 5 件 目標値 5

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ４年度 時点･期間 時点･期間 時点･期間

始期 S45

終期

Ｋ  P  Ｉ

融資件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度のKPIの実績は想定どおりであり、令和６年度以降も連携に拡がりを見せており、KPIは目標達成する

と考えられることから、見直しは予定していない。

※なお、令和６年度予算から、事業を整理し、「水素サプライチェーンモデル実証事業」は、「エネルギー低炭素

化促進事業」に統合した。

当初 事　項 環境保全資金融資制度運用費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

金融機関に対し貸付原資の預託及び利子補給を行うことにより、中小企業者等が行う環境保全

施設整備等の資金の融通を円滑にし、環境に配慮した事業活動の推進を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年度から予定どおり協定を締結した２社と連携し、事業を実施しており、令和５年度は目標を達成している。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 230 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 5,958 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 2 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 3 件 目標値

時点･期間 ―

現状値 ― 件

目標値 2 件 目標値 2

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 ― 時点･期間 Ｒ5～R5年度 時点･期間 Ｒ5～R6年度 時点･期間 Ｒ5～R7年度

始期 R5

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

モデル事業実施後取組を表明した事業所数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

2月

補正

事　項 水素サプライチェーンモデル実証事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

民間事業者等と連携して県内におけるグリーン水素を活用した水素サプライチェーン構築に向けた実証

試験を実施し、得られた知見を広く共有するとともに、水素ステーション整備に要する費用の一部を助

成することにより、水素エネルギーの使途の拡大・エネルギー転換の促進を図る。
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8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和５年度の目標達成率は低調であったが、令和６年度からは、新たに脱炭素経営支援コンソーシアムにより企

業の脱炭素経営の取組みを支援することとしており、これらの取組みを通じて、KPIの向上を図ることが可能であ

ると考えている。

※なお、令和６年度予算から、事業を整理し、「エネルギー低炭素化促進事業」のうち、県民向け事業である「新

エネルギー関連設備等導入促進支援事業」を切り離すとともに、「水素サプライチェーンモデル実証事業」と「新

エネルギー等導入促進事業」を統合した。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

セミナーの開催のほか、見える化システムの導入を支援するなど、事業者の意識改革を後押しする取組みを実施した結果、脱炭素化に向けた取組みの必要性を「強く感じてい

る」事業所の割合が増加（R5:17.3%、R4:16.6%）するなど、徐々に脱炭素経営に必要性が浸透してきているが、削減目標設定には時間を要するため、令和５年度は目標未

達成であったと考える。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 49,959 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 70,123 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 53.91 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 12.4 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 41 ％ 目標値 50

時点･期間 R8年度

現状値 13 ％

目標値 23 ％ 目標値 32

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R5

終期 R7

Ｋ  P  Ｉ

電力・燃料等削減目標設定済事業所の割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

―（※事業実施は令和６年度となる）

当初 事　項 エネルギー低炭素化促進事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

事業者向けに将来的な合成メタンの活用を見据えた天然ガスへの転換や四国中央市カーボンニュートラル協議会

を通じた製紙業の脱炭素化に向けた取組みを支援するほか、個人向けに市町と連携した新エネルギー関連設備等

の導入支援に取り組むことにより、エネルギーの低炭素化を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

※終期延長（R5→R６）　Ｒ６目標値　150t/社（※事業実施は令和６年度となる）

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

―

千円

決算額 99 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
200,548 千円

最終現計予

算額

実績値 t/社

達成率 296.67 ％ 達成率 ％ 達成率

t/社

実績値 89 t/社 実績値 t/社 実績値 t/社

t/社 目標値 t/社 目標値

時点･期間

現状値 － t/社

目標値 30 t/社 目標値 150

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

始期 R5

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

設備投資支援への応募件数（経過指標）※本来の成果指標：設備投資支援を受けた事業者（想定20社）の平均CO2排出削減量

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

12月

補正

（追

加）

事　項 脱炭素型ビジネススタイル転換促進事業費 予算主管課 環境・ゼロカーボン推進課

事　業

概　要

長引くエネルギー価格高騰の影響を受けている県内中小事業者に対し、CO2排出量の削減や再生可能エネルギー

の創出・貯蔵（蓄電）につながる設備投資を支援することで、エネルギー使用量とCO2排出量の同時削減を図る

とともに、企業競争力の強化に資する脱炭素型ビジネススタイルへの転換を促進する。


